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鹿児島県における派遣社会教育主事研究の活性化に向けた基礎的検討

鹿児島大学教育学部（地域社会教育）　農中　 至

はじめに
市町村自治や住民自治にもとづく地域づくりや地域の文

化・スポーツ運動、そして学校以外の学び・教育の場、す

なわち社会教育の空間の条件整備に大きな役割を果たす存

在のひとつに社会教育主事という教育専門職の存在があ

る。本稿はこの存在、なかでも派遣社会教育主事の存在に

注目したものである。一般に派遣社会教育主事とは、1974

年度から1997年度までの国庫補助制度にともなって誕生し

た職務・名称であり、都道府県が市町村の求めに応じて社

会教育主事を派遣する際に、国が給与の一部を負担すると

いう仕組みに基づくものである。

本稿は、鹿児島県における社会教育主事の職務と役割に

関する歴史的な研究を進めるために、派遣社会教育主事の

存在に着目し、その研究遂行において不可欠ないくつかの

論点を提示することを目的とする。具体的には、派遣社会

教育主事の歴史的評価を社会教育学研究の蓄積から整理・

検討し、鹿児島県における派遣社会教育主事研究の進め方

に関する試論と作業仮説を提起する。そして、これらを踏

まえ、今後の研究展望を述べていく。

鹿児島県の社会教育環境・条件整備の歴史的理解におい

てなぜ派遣社会教育主事に注目する必要があるのか。まず

この点について触れておきたい。

筆者は現在「かごしま生涯学習センター研究会」（以下、

研究会とする。）という志學館大学と鹿児島大学のコアメ

ンバーからなる有志研究者集団の会において、鹿児島県内

における社会教育主事経験者のヒアリング調査に参加して

いる。これまで基礎自治体社会教育主事経験者と派遣社会

教育主事経験者の両方から具体的な業務内容や地域経験、

キャリアの形成過程などを聞くことができている。そのな

かで、特に派遣社会教育主事経験者の方々の話を聞くにつ

れて、「鹿児島県において派遣社会教育主事の果たした役

割はきわめて大きかったといえるのではないか」と考える

ようになった。これは個人的な印象というよりも、研究会

会員の総意ともなりつつある。

こうした状況を踏まえ、今後の鹿児島県の戦後社会教育

の推移の理解を深めるためにも、派遣社会教育主事の職務

および制度についての歴史的な整理が必要不可欠であると

考えるようになった。本稿はその基礎的な作業と位置付け、

現在も進行中であるヒアリング調査の精度向上を目指すと

いう意図もある。

2000代年に入ってから、松橋 1 や桜庭 2 などが派遣社会

教育主事に関する研究を進めており、丁寧な研究蓄積が

徐々に増えつつあるが、社会教育学研究領域の側ではこれ

まで十分な議論を尽くし、地域の実態を踏まえた職務や制

度の評価をおこなってきたとは言い難い。そこで、本稿の

前半では主に日本社会教育学会関係の書籍・研究の分析を

中心に、派遣社会教育主事の価値づけと評価の在り方にど

ういった特徴があるのかを中心に検討していく。後半では

鹿児島県の文脈に即して派遣社会教育主事の研究を進める

際に必要となる視点を吟味する。

はじめに、鹿児島県における社会教育主事の配置動向等

をおさえ本稿の基本的視座を確認する。つぎに、社会教育

学研究領域と日本生涯教育学会の代表的な評価言説を抽出

する意味で「事典」の記述に着目し、派遣社会教育主事の

制度評価の多様性を確認する。さらに、日本社会教育学会

の研究動向をもとに、派遣社会教育主事への価値づけとそ

の評価のなされ方の特徴を示す。それらを踏まえ、派遣社

会教育主事の制度理解にはどのような視点が存在してきた

のかを整理したうえで、鹿児島県における派遣社会教育主

事研究を進める上での必要な観点を提起する。

１．	鹿児島県の社会教育主事の配置

動向と派遣社会教育主事の歴史

的位置
鹿児島県教育庁社会教育課が発行している『平成27年度

1 松橋義樹「社会教育職員評価指標の枠組みに関する検討―派遣
社会教育主事制度の効果に関する調査研究をもとに―」（生涯
学習・社会教育研究ジャーナル編集委員会編『生涯学習・社会
教育研究ジャーナル』 第三号、生涯学習・社会教育研究促進機、
2009、pp.41-62。

2 桜庭望「派遣社会教育主事の役割に関する研究」『日本生涯教育
学会論集』第37号、日本生涯教育学会、2016、pp.113-122。
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鹿児島県の社会教育・生涯学習の現状』によれば、各市町

村教育委員会事務局の社会教育関係職員数は常勤専任611

名、常勤兼任62名の合計673名となっている。常勤職の内

訳は、課長、社会教育主事、指導主事、社会教育主事補、

事務職員の 6 区分である。一方、非常勤職員専任351名、

非常勤職員兼任 1 名の合計352名となっている。非常勤職

員の内訳は社会教育指導員、その他となっている。さらに、

市町村教育委員会事務局の社会教育主事資格取得者数およ

び社会教育主事発令者数をみると、市町村職員の有資格者

38名中 8 名が発令を受けており、県割職員として派遣され

た38名の有資格者のうち 5 名が発令を受けている。市町

村、県の統計上把握されている有資格者合計数は76名であ

り、うち発令者数は13名である。県下で社会教育主事を発

令されているものがいる自治体は、日置市、枕崎市、指宿

市、霧島市、垂水市、曽於市、志布志市、南種子町、与論

町の 7 市 2 町であり、内市町村職員が発令を受けているの

は、指宿市（ 1 名）、霧島市（ 4 名）、垂水市（ 1 名）、南

種子町（ 1 名）、与論町（ 1 名）である。日置市、枕崎市、

曽於市、志布志市、屋久島町（各 1 名）はいずれも県割愛（派

遣）職員である。本資料には「派遣」という文字は見当た

らないが、派遣社会教育主事制度の名残とみられる事案が

「県割愛」として記されている。

一方、1970年代以降の各期 4 年間の歩みを記述した鹿

児島県議会による『議会と県政』によれば、「派遣社会教

育主事については、国庫補助事業に加えて、県単独事業と

しても53年度からは10名ずつの増員を図り、55年度をもっ

て各市町村に配置を完了する予定である」 3 （1979）、「生涯

教育の指導体制では、市町村の求めに応じ社会教育主事を

96市町村に各 1 名を派遣し、社会教育計画の立案学習およ

び地域活動の促進、団体の育成など意欲的な活動がみられ

市町村社会教育の振興に大きな役割を果たした」 4 （1983）、

「生涯教育の指導体制では、市町村の求めに応じ社会教育

主事を96市町村に各 1 名を派遣し、社会教育計画の立案、

学習活動及び地域活動の促進、団体の育成など意欲的な活

動がみられ市町村社会教育の振興に大きな役割を果たし

た」 5 （1987）、「生涯教育の指導体制では、市町村の求めに

応じ、毎年度、社会教育主事を96市町村に各 1 名が派遣

3 鹿児島県議会事務局調査課編『議会と県政（自昭和50年 4 月至
昭和54年 3 月）』鹿児島県議会事務局長、1979、pp.255-256。

4 鹿児島県議会事務局調査課編『議会と県政（自昭和54年 4 月至
昭和58年 3 月）』鹿児島県議会事務局長、1983、p.202。

5 鹿児島県議会事務局調査課編『議会と県政（自昭和58年 4 月至
昭和62年 3 月）』鹿児島県議会事務局長、1987、p.247。

され、社会教育計画の立案、学習活動及び地域活動の促

進、団体の育成など意欲的な活動がみられ市町村社会教育

の振興に大きな役割を果たした」 6 （1991）と同様の解説が

つづく。他方90年代に入ってからの記述には一時期ではあ

るものの大きな変化がみられる。鹿児島県特有の文脈が強

調されているのである。すなわち「社会教育の諸条件整備

については、全国で本県だけが96市町村に社会教育主事

を派遣するとともに、社会教育関係者の諸研修が進めら

れた」 7 （1995）というものである。それ以降は「社会教育

の諸条件整備については、96市町村に派遣社会教育主事

が派遣されるとともに、社会教育関係者の諸研修が進めら

れた」 8 （1999）、「96市町村に社会教育主事が派遣されると

ともに、社会教育関係者の諸研修が進められた。毎年、熊

本大学で実施される社会教育主事講習には平成11年度以降

118名が受講し社会教育主事の資格を取得した」 9 （2003）と

いう記述を最後に、派遣社会教育主事に関する言及はなさ

れなくなっている。なお、それに代わって「毎年、熊本大

学で実施される社会教育主事講習には平成15年度以降81名

が受講し社会教育主事の資格を取得した」 10 （2007）と解説

されており、2006年度の鹿児島県における派遣社会教育主

事制度の廃止11 と本記述にかかわりがあることがわかる。

これらの記述を踏まえ、1980年から県下96市町村すべてに
6 鹿児島県議会事務局調査課編『議会と県政（自昭和62年 4 月至

平成 3 年 3 月）』鹿児島県議会事務局長、1991、p.232。
7 鹿児島県議会事務局調査課編『議会と県政（自平成3年 4 月至平

成 7 年 3 月）』鹿児島県議会事務局長、1995、p.295。
8 鹿児島県議会事務局調査課編『議会と県政（自平成 7 年 4 月至
平成11年 3 月）』鹿児島県議会事務局長、1999、p.338。

9 鹿児島県議会事務局調査課編『議会と県政（自平成11年 4 月至
平成15年 3 月）』鹿児島県議会事務局長、2003、p.355。

10 鹿児島県議会事務局政務調査課編『議会と県政（自平成15
年 4 月至平成19年 3 月）』鹿児島県議会事務局長、2007、p.355。

11 久保田治助・楠元亮太「鹿児島県伊佐市における社会教育主事
職員の実践と力量形成―「ふるさと学寮」の事例を中心として―」
鹿児島大学教育学部附属教育実践総合センター編『鹿児島大学
教育学部実践研究紀要』第24巻、鹿児島大学教育学部、2015、
p.206。なお、本論では鹿児島県下の社会教育主事の任用過程に
ついてつぎのような指摘がある。それは、「現状、発令していな
い市町村が多い理由については、派遣社会教育主事制度が採ら
れていた際に、派遣された教職員を社会教育主事として配置す
る場合が多く、市町村に所属する職員への発令はあまり行われ
ていなかったことが挙げられる。そのため、派遣制度廃止以降
も市町村所属職員に対して主事を発令する仕組みができておら
ず、主事資格所有者への未発令が多くなっていると考えられる」
（p.206）というものである。さらに、鹿児島県における基礎自
治体の社会教育主事の任用・育成・専門性確保や専門職配置と
派遣社会教育主事との関連等について、「…鹿児島県では、①派
遣制度によって確保されていた社会教育主事が制度廃止によっ
て配置できなくなってしまったこと、②主事資格所有者に対し
て発令する仕組みが未構築であること、③新たな社会教育主事
養成のための予算確保が難しいこと、の 3 点から社会教育主事
がその専門性を継続的に発揮できる状況にあるとは言いづらい
現状があることがわかる」（同）と県特有の実情が整理されてい
る。
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派遣社会教育主事が配置され、その状況が2003年頃12 まで

継続していたと仮定すれば、当該時点での通算23年間の間

に単純計算でも延べ約2,000名超の派遣社会教育主事が働い

ていたことになる。実働者実数そのものはこの数を下回る

と推察されるが、基礎自治体と派遣社会教育主事との一定

の関係を読み取ることができるのである。

松橋義樹は、派遣社会教育主事制度の研究を進めるなか

で興味深い指摘をいくつもおこなっている13。松橋は、1974

年度から1997年度まで実施された社会教育主事の派遣に関

する国庫補助制度が一般的に派遣社会教育主事制度と理解

されると説明したうえで、国庫補助制度の前後にも派遣す

る制度が存在していたことを指摘する。そして、派遣社会

教育主事制度を①国庫補助制度開始以前、②国庫補助制度

実施時期、③国庫補助終了後の三期にわけて整理している。

さらに派遣社会教育主事制度をめぐる議論を検討し、その

特徴と傾向を丹念に整理している。その際の視点とは、①

社会教育法制論・社会教育行政論・社会教育職員論などに

立脚した理論的検討、②特定の都道府県における実態調査

の結果の検討、③派遣社会教育主事（経験者）による自身

の経験に基づいた検討の三つである。特に①の検討では、A）

社会教育法制論・社会教育行政論と派遣社会教育主事制度

（小川利夫による研究を中心的に検討）、B）派遣社会教育

主事制度を中心的に取り上げた議論（奥田泰弘、今村武俊

の議論の検討を中心）と二つに区別して論を展開している。

また、②については富士貴志夫などの議論を検討している。

個別の議論の検討と深く結びついた内容であり、文脈を

無視するかたちとはなるが、松橋による象徴的な指摘を取

り出しておけば、「派遣社会教育主事制度の実態が必ずし

も正確に把握されてこなかった」、「実態の特に経年的な把

握が不十分であった」 14、「一般的な制度に対する評価とし

て、制度の理念や前提に対する評価・その制度の実態に対

する評価の双方を区別しつつも関連付けて総合的な評価を

導き出すことが必要であり、派遣社会教育主事制度に関し

12 鹿児島県では、2006年 3 月までに65市町村（96市町村中）が市
町村合併により18市町にまで減少している。その後、2007年か
ら2010年までに10市町が 4 市町に減少している。2010年 3 月の
時点で合併自治体（22市町）、未合併自治体（21市町村）合計で
43市町村あり、2017年現在でもその数に変化はない。なお鹿児
島県内の平成の大合併においてもっとも早かったのは2004年10
月の薩摩川内市の広域合併（ 1 市 4 町 4 村）である。

13 松橋義樹「派遣社会教育主事制度に対する評価の視点に関する
検討」生涯学習・社会教育研究ジャーナル編集委員会編『生涯
学習・社会教育研究ジャーナル』 第二号、生涯学習・社会教育
研究促進機、2008、pp.89-108。

14 同上、p.100。

てはその作業が積み重ねられてこなかったともいえる」 15、

というように、派遣社会教育主事に関する評価の視点をめ

ぐる研究を進めるうえで重要ないくつもの論点が示されて

いる。さらに、「いずれにせよ、派遣社会教育主事制度を

総合的に評価するための実態面での材料が決定的に不足し

ているという状況は、現在に至るまで解消されておらず、

その間に派遣社会教育主事制度を実施している自治体は減

少傾向にあるのである」 16 とも述べ、「…派遣社会教育主事

制度は制度というよりは一つの方式・措置であると考えら

れるという意味で、その成果がより明確に求められるもの

でもある。多様な観点からの評価が可能でありまた必要で

ある点と、評価の明確性（場合によっては即時性）が求め

られる点から、派遣社会教育主事に対する評価をめぐる基

礎的な課題を抽出しそれらに対する検討をより深めていく

ことが、広く一般に生涯学習・社会教育の支援者に対する

評価理論の構築につながる作業であると考えられる」17 と

まとめている。詳細は本文を参照してほしいが、学ぶべき

点の多い論考である。以下本稿では松橋の研究成果を踏ま

え、本研究で十分に触れられていない議論を拾い上げるこ

とを念頭に置きつつ、松橋が一貫して主張している評価理

論の構築の観点とは異なった視角から、派遣社会教育主事

に関する研究活性化への貢献を目指してみたい。その際、

各都道府県における制度運用上の差異という事実にこだわ

りつつ、議論を進めることとしたい。

２．	葛藤する制度評価軸
ここでの比較は、時代は異なるがつぎの二つの言説を参

照する。社会教育学研究領域の派遣社会教育主事の評価と

しては1988年に刊行された『現代教育学事典』（労働旬報

社）の該当項目を、日本生涯教育学会の評価としてはウェ

ブサイトで公開している『生涯学習研究e事典』（日本生涯

教育学会）の該当項目を比較し、その評価の差異に注目し

てみる。なお、社会教育学研究領域の言説について、1988

年刊行の書籍を参照する理由は、2012年に出版された『社

会教育・生涯学習辞典』（朝倉書店）における評価と大き

な違いがみられるとは言い難いからでもある。ここでの作

業を通じて、社会教育主事をめぐる一つの制度がどのよう

に国内で異なった評価を与えられてきたのかを示していき

たい。

15 同上、p.102。
16 同上、p.102。
17 同上、p.104。
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①批判的に吟味されてきた派遣社会教育主事

島田修一は、社会教育行政の説明のなかで派遣社会教育

主事について批判的に解説している。その理由とは、社会

教育行政の現実的な姿としての三層構造にあるという。三

層構造とは、文部行政、都道府県教育委員会、市町村教育

委員会という三者の関係構造を指すものであり、国・都道

府県の権限が強く働くことで、市町村社会教育行政がなん

らかの影響を受けてしまうことを前提とした認識である。

島田は社会教育行政について「社会教育に関する行政で、

戦後はじめて法的に規定された。社会教育の振興原則は、

社会教育の本質からみて、自由で自主的な国民の教育・学

習・文化・スポーツ活動の発展をうながす条件を整備する

ことに求められる。社会教育行政は、この課題を担うもの

であって、現行社会教育法は、①市町村自治を基盤とした

振興、②国民の自主活動の奨励・援助とそれへの干渉・支

配の禁止、③社会教育施設の自立的運営とそれへの「住民

参加」（たとえば公民館運営審議会）、④社会教育の振興全

体にかかわる社会教育行政への「住民参加」（社会教育委員）

という原則を定めて、上にあげた理念の実現をはかろうと

している」 18 と説明する。その上で、つぎのような批判的

な現実分析を試みている。

…現実の社会教育行政の構造は、文部省、都道府県教

育委員会、市町村教育委員会の三層構造のなかで、地教

行法に定める国・都道府県の権限が強くはたらいて、市

町村社会教育行政を支える住民参加による自由と自治の

原理が貫かれにくいという問題がある。それは、補助金

による政策の浸透（給与半額補助による都道府県社会教

育主事の市町村派遣、重点施策遂行のための特定事業へ

の補助等）や養成科目改正や研修強化による実務型社会

教育主事養成などがあげられる。すでに「行政改革」進

行下で、社会教育行政の一般行政部局への従属化、施設

の統廃合や民間団体への管理委託に加えて事業委託まで

行われ、社会教育活動の公共性や中立性が後退し住民参

加ルートが断たれる例が増えている（下線引用者） 19 。

ここでは、三層構造に対する「市町村社会教育行政を支

える住民参加による自由と自治の原理が貫かれにくいとい

18 青木一・大槻健・小川利夫・柿沼肇・斎藤浩志・鈴木秀一・山
住正巳編『現代教育学事典』労働旬報社、1988、p.378。

19 同上。

う問題」認識があり、それが、「補助金による政策の浸透（給

与半額補助による都道府県社会教育主事の市町村派遣、重

点施策遂行のための特定事業への補助等）」などによって

さらに強化されつつある現状を危惧する姿勢がある。そし

て、現実には「すでに「行政改革」進行下で、社会教育行

政の一般行政部局への従属化、施設の統廃合や民間団体へ

の管理委託に加えて事業委託まで行われ、社会教育活動の

公共性や中立性が後退し住民参加ルートが断たれる例が増

えている」という実際の危機意識とともに問題視する姿勢

が成り立っていたことが理解できるのである。

島田は、①社会教育行政の三層構造を課題化し、②基礎

自治体社会教育行政を支える住民参加による自由と自治の

原理が貫かれにくくなるような「補助金による政策の浸透」

を否定する。そして、③その浸透策の具体的一つとしての

「給与半額補助による都道府県社会教育主事の市町村派遣」

を問題視したのである。ここには、裏を返せば、市町村社

会教育行政を健全に成り立たせるための、「住民参加によ

る自由と自治の原理」の貫徹という意志がうかがえるので

ある。

一方、派遣社会教育主事を解説した松田武雄はつぎのよ

うに述べる 20 。松田は、制度概要を「人材の得にくい市町

村に対して、都道府県が派遣している社会教育主事」と説

明しつつも、「むしろ問題を抱えた制度」とも述べている。

その理由は①社会教育職員のなかに職階制が持ち込まれる

こと（都道府県＞市町村）、②県の方針がストレートに持

ち込まれ、地域から遊離した指導となる可能性があること、

③学校の教員管理層の人事対策のため、派遣社会教育主事

の多くが教員から採用されることの 3 つであり、これらが

「問題を抱えた制度」という主張の根拠となっている。そ

して、「基本的にはこの制度は、社会教育における市町村

自治の原則を崩し、中央集権化へと向かわせるような性格」

と批判的に吟味されている 21 。島田は「住民参加による自

由と自治の原理」への影響をみるが、松田は「社会教育に

おける市町村自治の原則」への影響をみ、「中央集権化へ

と向か」う可能性を指摘しているのである。

さらに、松田は社会教育主事について説明した項目でも、

派遣社会教育主事について一部言及している。

「社会教育を行う者に専門的な技術的な助言と指導を

与える」（社会教育法 9 条の 3 ）ために、教育委員会事

20 同上、p.617。
21 同上。
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務局に置かれた社会教育における「専門的教育職員」（教

特法 2 条④）。社会教育法制定時には、「助長行政」の立

場から、行政機関内部に「指導」の任にあたる専門職は

置かれなかった。しかし、1951年の法改正によって、「助

言と指導を与える」専門職員として社会教育主事が新設

され、「指導行政」の性格が付与された。さらに59年の

法改正によって社会教育主事は市町村必置とされ、その

養成は大学以外の教育機関で行うことが可能となった。

本来、行政機関職員は、予算・施設・職員体制などの条

件整備の職務を担うことが基本的な役割である。しかし、

このような法改正や派遣社会教育主事の導入などによ

り、社会教育主事は、行政機関の「指導」権限の強化を

はかる役割を担わされてきた。これに対して、住民の学

習権保障の立場から、社会教育主事のあり方が問われて

いる（下線引用者） 22 。

ここでは、派遣社会教育主事の導入などにより、社会教育

主事が「行政機関の「指導」権限の強化をはかる役割を担

わされてきた」ことが批判の要点となっている。社会教育

主事の果たすべき役割について触れつつも、派遣社会教育

主事の導入については「行政機関の「指導」権限の強化」

の視点から批判的に吟味されていることがわかる。

島田や松田の解説からわかるのは、派遣社会教育主事制

度の問題点および派遣社会教育主事の職務と役割がもたら

す否定的な影響の可能性である。この点は二人に共通した

ものといえる。

②一定の評価を与えられてきた派遣社会教育主事

住民自治や市町村自治に対する否定的影響を危惧し、批

判的に検討したのが島田と松田の基本的な姿勢であった。

ただし、島田も松田も同様に、実は派遣社会教育主事の存

在とその制度が「一定の評価」もあるとされてきた点につ

いて言及している。派遣社会教育主事制度は否定的にのみ

吟味されてきたわけではない。では「一定の評価」とは、いっ

たいどのようなものであったのか。それをうかがい知る上

で参考になるのが坂本登のつぎの解説である。

坂本は、戦後の社会教育主事設置の歴史的経緯を踏まえ、

派遣社会教育主事制度開始までの過程についてつぎのよう

に述べる。やや長くなるが引用しておきたい。

市町村の教育委員会に、社会教育主事の設置が義務づ
22 同上、p.379。

けられたのは、昭和34（1959）年の同法改正時のことで

ある。しかし、人口 1 万人未満の町村の教育委員会には、

当分の間の措置として、設置義務が猶予された（昭和34

年、政令158号附則 2 ）。

ところが、これ以降も社会教育主事の設置が改善され

ず、これを憂慮した社会教育審議会は、昭和46（1971）

年の答申「急激な社会構造の変化に対処する社会教育の

あり方について」で、「社会教育主事の重要性とその整

備充実」の必要性を指摘し、「人口 1 万以上の町村には

すみやかに設置させるとともに」、「設置義務を猶予され

ている人口 1 万未満の町村にも極力設置を勧奨する」よ

う提唱した。また同答申では、設置に要する「財源を保

障するため」、地方交付税を活用した「派遣社会教育主

事方式」が勧奨された。

同審議会はまた、昭和49（1974）年 6 月にも「市町村

における社会教育指導者の充実強化のための施策につい

て」を答申した。この答申に際し同審議会は、社会教育

主事の設置義務が課せられている人口 1 万人以上の市町

村に対し、「たびたびの行政指導も行われているが」、か

なりの市町村で未設置の状況にあり、「設置している市

町村においても専任者の数は少な」く、「市町村の財政

力の問題」もあって、人材の確保を「すべての市町村に

求めることが容易でない」との認識を示した。そのうえ

で、市町村の社会教育の充実・振興を期すためには、「市

町村における社会教育主事の確保充実をひとり市町村に

期待するばかりでなく、県および国においても積極的に

協力する必要がある。」と提唱した。

ここに「派遣社会教育主事」制度は、社会教育の現場

である市町村が、社会教育推進の中核としての専門的職

員を確保できるよう、都道府県が適切な人材を市町村の

求めに応じて派遣するため、国が都道府県に対して必要

な財政的援助の措置（派遣社会教育主事給与費補助制度）

として、昭和49（1974）年度から開始された（下線引用

者） 23 。

後半部で述べられているとおり、ここでの派遣社会教育主

事の解説の要点は、①市町村が社会教育推進の中核として

の専門的職員を確保できるようにするため、②都道府県が

適切な人材を市町村の求めに応じて派遣するため、という

23 坂本登「派遣社会教育主事制度の歴史」日本生涯教育学会編『生
涯学習研究e事典』日本生涯教育学会、2010 

 （http://ejiten.javea.or.jp/content.php?c=TWpZeE9ETTE%3D、2017
年 3 月 1 日最終閲覧）。
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大きく分ければ以上 2 つの点に絞られている。ここでは前

項で批判的に吟味されていたような、市町村自治、住民自

治への否定的な影響や職階制導入の問題、学校教員主体の

派遣の傾向に関する言及はない。

むしろ、「派遣社会教育主事制度は、市町村が社会教育

推進の中核としての専門的職員を確保できるよう、すなわ

ち、市町村における社会教育を充実・振興するための適切

な人材を、都道府県が市町村の求めに応じて派遣する方法

である。これによって派遣を受けた市町村には、市町村任

用の社会教育主事と都道府県任用の社会教育主事が並存す

ることとなり、両者の相違を明確にする必要から、都道府

県から町村に派遣する社会教育主事は派遣社会教育主事と

呼称された」 24 （下線引用者）ともいうように、島田や松田

によって批判された視点はほとんど示されていない。

ただし、つぎの指摘を見逃してはならない。「本来、市

町村の社会教育主事は市町村自らが任用することが原則で

あり、市町村がこの制度に依存的であることは好ましくな

い。こうした観点からいえば、派遣社会教育主事の制度は、

市町村の社会教育主事の任用・設置の気運を醸成するため

の緊急避難的措置であったということになろう。それゆ

え、当制度が開始された当時、派遣社会教育主事をもって

市町村が任用すべき社会教育主事の肩代わりとすることが

戒められた。したがって都道府県は、社会教育主事の派遣

を、すでに市町村独自の社会教育主事を任用している市町

村（すなわち、派遣を受けることによって社会教育主事が

複数以上となる市町村）に派遣することを原則とした。し

かし、当時、社会教育主事の未設置市町村の解消が喫禁の

課題となっていたため、未設置の市町村であっても、派遣

期間中に市町村独自の社会教育主事を設置することが可能

ないし、その設置計画を有している市町村に派遣するとい

うケースも多く見られた」 25 （下線引用者）と述べているよ

うに、「市町村がこの制度に依存的であることは好ましく

な」く、あくまで「市町村の社会教育主事の任用・設置の

気運を醸成するための緊急避難的措置」と解説されている

のである。

「制度に依存的であること」がなぜ好ましくないのかそ

の理由は明言されていないものの、「派遣社会教育主事を

もって市町村が任用すべき社会教育主事の肩代わりをする

ことが戒められた」とあるように、市町村行政が当然に果

たすべき役割を派遣社会教育主事が代行する事態を戒める

24 同上。
25 同上。

風潮が存在したことについては触れられている。ここでは

同時代的な課題が「社会教育主事の未設置市町村の解消」

であったため、「未設置の市町村」が主要なターゲットと

なりながら制度が展開されたと理解できるが、それは「原

則」からすれば逸脱する現象でもあったといってよい。

一方ここでの解説ではつぎのような制度上の利点につ

いても言及がある。「当制度は、社会教育主事の設置促進

と指導体制の充実にとどまらず、学級・講座等の拡充とプ

ログラム開発、社会教育関係団体・グループの活動の助長

など、幅広く市町村の社会教育推進体制の充実に寄与する

こととなった」 26 、さらに「…派遣社会教育主事の任用は、

都道府県の社会教育主事と同様に、都道府県教育委員会の

教育長が選考し、都道府県教育委員会が任命する。また、

派遣社会教育主事のなかには、 3 年を経過した後に、他の

市町村に再度派遣されるなど、いくつかの市町村に順次派

遣され経験と専門性を高めていく者も多く見られた」 27 と

述べられているように、①学級・講座等の拡充とプログラ

ム開発、②社会教育関係団体・グループ活動の助長、③幅

広い市町村社会教育推進体制の充実への寄与のほか、④い

くつかの市町村に順次派遣され経験と専門性を高めていく

ものもいたと解説されるように、A）市町村社会教育体制

の充実と活性化およびB）派遣社会教育主事の専門的力量

形成の観点から、同制度は価値づけられ、解説されている

のである。

③制度評価をめぐる 2 つの方向性

ここまでの検討を踏まえると、そもそも派遣社会教育主

事制度の問題点とはなんなのかというこたえは原理・原則

論に即して提示される傾向があるといえる。すなわち、島

田や松田のような回答がその典型である 28 。しかし、制度

運用の実態に即して批判・判断をすれば、坂本のような立

場から制度を問題視することもできるのである。

ただし、両者に圧倒的に欠けている観点を指摘すれば、

①そこで派遣として働いた人の人生とは具体的にどのよう

なものであったのか、②キャリアが当該地域でいかなる過

程を経て形成され、また周辺との人間関係を築いていった

のか、③受入れ自治体にとって有していた制度によっても

たらされた現実的な意味とはなにかという具体的な論点な

26 同上。
27 同上。
28 市町村自治と住民自治を基盤とし、住民参加によって自由と自
治の原理を貫くのが社会教育の本来的なあり方とするような見
方を指す。
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のではないだろうか。『事典』という性質上困難ではあるが、

そもそも、実態としての派遣社会教育主事（制度）とその

実務というものを記述から理解することは難しい。となる

と、「そもそも派遣社会教育主事制度とはなんだったのか」

を歴史的・地域的現実に即して検証し、理解を進めていか

ねばならないのだといえる。

３．	社会教育労働としての派遣社会

教育主事の仕事
官製社会教育に対して住民の自己教育運動という図式が

有効性を持ちうるとすれば、社会教育行政施策に基づき、

粛々と業務をこなす労働者（たとえば派遣社会教育主事の

ような存在）こそ官製社会教育の従事者であり、それに対

して住民生活に深く根差しながら、生活課題と地域課題を

掘り下げ学習的側面から住民の自己教育運動を支えるのが

社会教育主事（あるいは公民館主事）の望ましい仕事＝労

働であると考えてきた 29 。すなわち、都道府県行政が主導

するようないわゆる国の方針を上から下へと伝達する傾向

のある官製社会教育に従事する労働者の労働はどこか官僚

的で、住民の意思との間に矛盾や葛藤を生じさせる機能を

持つものだと考え、したがって、住民の近くに寄り添うよ

うな基礎自治体に長年籍を置く地域住民とともに力量形成

された社会教育主事こそ社会教育の本流と捉えてきたわけ

である 30 。これらは一面正しくもあろうが、鹿児島県の派

遣社会教育主事の労働に注目すると一概にいえるものでは

ないことがわかってきた。

社会教育労働としての派遣社会教育主事の仕事への注目

を欠いては、鹿児島県の戦後社会教育史の十分な探究を進

29 このように派遣社会教育主事制度等を批判的に理解する視座
は、これまでの少なくない研究でも指摘されてきた観点と同様
である。たとえば、1970年代、福井県の事例から派遣社会教育
主事制度を「国家教育権を主張し国民の学習権

0 0 0 0 0 0

を否定する立場」
（p.234）と捉え、その問題点を剔出した奥田泰弘によれば、①
社会教育主事の間に職階制が敷かれること、②派遣社会教育主
事は住民にとって常に「外来者」である以上、その町の社会教
育にとって致命傷となり得ること、③県教委からみれば派遣社
会教育主事が「信頼がおける、太いパイプ」役になってしまう
こと、④③同様、国にとっても「信頼がおける、太いパイプ」
役となってしまうこと、⑤派遣社会教育主事が「在来」の社
会教育主事の姿勢をも変えてしまうおそれがあること（pp.237-
240）、という 5 つの観点から、派遣社会教育主事を国民の学習権
を否定するものとして批判している（奥田泰弘「国民の学習権
と派遣社会教育主事制度―派遣社会教育主事制度の動向と問題
点―」日本社会教育学会年報編集委員会編『社会教育職員論　
日本の社会教育第18集』東洋館出版社、1974、pp.233-245）。

30 裏を返せば、論者自身が「…派遣社会教育主事については、国
民の学習権の保障を期待しうるものとは到底いいがたいといわ
なければならないのである」（同上、p.244）という奥田の主張
に全面的に制度解釈を委ねてきたということでもある。

めることはできない。このように考えられるのである。以

下では、派遣社会教育主事に関する学術研究の傾向に注目

するために、日本社会教育学会関係者の派遣社会教育主事

に関する研究成果をひも解き、その特徴を抽出したうえで、

鹿児島県派遣社会教育主事研究を進める上で必要となる視

点とはなにかを考えていく。

①	派遣社会教育主事研究はどのように発信されてきたの

か？

近年の社会構造・生活現実の変容と急激な価値観の拡散

によって、かつて旺盛に進められたほどに、派遣社会教育

主事の研究はいまは多くはない 31 。それは制度の実質的な

廃止（1998年事実上の廃止、24年間に渡り実施）によるも

のとすればそれまでではあるが、それ以上に本制度自体を

歴史的にいかに評価すべきなのかという観点の喪失に依る

ところが大きいといえるのではないだろうか。われわれは

ひとまず、この観点を創出することから議論をはじめなけ

ればならないとも考えることができる。ここではこれまで

の日本社会教育学会の研究動向の整理を踏まえ、議論の端

緒としたい。

かつて、1980年代末を到達点として整理された、社会教

育法制・行政の論点として、つぎのような視点が提起され

たことがあった。

…県の社会教育行政の問題（「広域社会教育圏」の問

題として指摘しておくべき問題―引用者）である。とく

に最近県立社会教育センター（ないし生涯教育センター）

が整備されつつあるが、これが果たす役割、とくに職員

研修を通じて市町村社会教育に与える影響についての研

究はほとんどなされていない。一時期盛んに問題にされ

た派遣社会教育主事の問題もこの範疇に含まれると考え

てよい（下線引用者） 32 。

31 しかしながら、派遣社会教育主事制度に関する研究が近年、と
りわけ2000年代に入ってから皆無であるわけではなく、こうし
た傾向は日本社会教育学会に特有のものと指摘できるのかもし
れない。たとえば、松橋義樹「社会教育職員評価指標の枠組み
に関する検討―派遣社会教育主事制度の効果に関する調査研究
をもとに―」前掲書、2009、pp.41-62）、馬場祐次郎・上田裕司・
稲葉隆ほか「派遣社会教育主事に関する実証的研究--都道府県
状況調査の分析」（日本生涯教育学会編『日本生涯教育学会論集』
第30号、日本生涯教育学会、pp.33-42、2009）、松橋義樹「派遣
社会教育主事制度に対する評価の視点に関する検討」（前掲書、
2008、pp.89-108）などの研究成果が近年でも存在する。

32 奥田泰弘「自治体社会教育論」日本社会教育学会三十周年記念
事業特別委員会編『現代社会教育の創造　社会教育研究30年の
成果と課題』東洋館出版社、1988、p.162。
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さらに、先に脚注で触れた奥田泰弘による1974年の『月刊

社会教育』 4 ・ 5 月号（国土社）で提起された「派遣社会教

育主事制度の実態（1）・（2）」を踏まえて、つぎのような

解説もなされていた。

国民の学習教育を真に促進していくという見地から派

遣社会教育主事をみると、住民の学習要求をくみあげる

より、国の政策の地方への浸透をはかる役割を演じやす

い立場にあるなど、多くの問題が指摘され、非とする意

見が強かったが、現実にはこの制度の実現をみた。こう

した理論的問題指摘とはうらはらに、うけいれを歓迎す

る現場が多かったことは、もっと現場のかかえる悩みや

実情を緻密に調査分析し、これに答えていくような理論

構築が必要ではなかったか（下線引用者） 33 。

このことは、90年代を目前にして既に、派遣社会教育主

事の働きをいかに検証すべきなのかという問いかけが、日

本社会教育学会の一部ではなされていたことを示してい

る。

また、注目しておきたいのは、1970年代の奥田泰弘によ

る派遣社会教育主事制度に対する評価軸の設定 34 は、その

後の派遣社会教育主事制度の理解に大きな影響を及ぼし、

制度解釈の基本原理として機能してきたと考えられること

である。

鹿児島県をはじめ南九州圏域の研究者を中心に編まれた

90年代後半の著書において、当時熊本学園大学に籍を置い

ていた古賀皓生は公民館制度と公民館職員問題に触れるな

かで、派遣社会教育主事について以下のように述べている。

これは、1959年の「社会教育法施行令の一部を改正する

政令」の通知を受けてもなお、公民館主事の「専門職」化

が進まず、職務遂行に関しても明確な方向性が打ち出され

たとは言い難かった戦後の公民館主事の状況を対極に位置

づけながら、社会教育主事について論じた部分である。
33 高倉嗣昌「社会教育職員法制・行政論」同上、p.168。
34 奥田泰弘「国民の学習権と派遣社会教育主事制度―派遣社会教
育主事制度の動向と問題点―」前掲書、pp.233-245。こうした奥
田による派遣社会教育主事理解の方向性は、その後日本社会教
育学会では広く共有された認識となったと考えられるが、この
観点にとどまらない論稿も存在する。たとえば上野景三の研究
などがそれである（上野景三「社会教育主事論―戦後における
公権的解釈の変化をめぐって―」小川利夫編『社会教育の法と
行政　講座現代社会教育Ⅳ』亜紀書房、1987、pp.283-318）上野
はここで「公権的解釈の変化」という軸を定め、それに沿った
かたちで論を展開している。この論を象徴するのは「公権的解
釈によって社教主事の性格規定はあいまいにされ、独自の性格
規定の課題はおざなりにされてきたのではないか」（p.286）と
いうメッセージである。

…しかし、国の社会教育職員にかかわる政策は、教育

委員会の事務局構成員である社会教育主事の充実に力点

をおき、地域住民と具体的にかかわる公民館主事等の施

設職員については等閑に付すというものであった。そし

て、70年代に入り、市町村に社会教育主事が設置されて

いない自治体への梃入れとして、「派遣社会教育主事制

度」が創設されるに至った。この制度は社会教育主事未

設置の市町村の解消のために、学校の教諭で社会教育主

事有資格者を教員身分のままで都道府県教育委員会事務

局員とし、市町村に「派遣する」というものである。制

度創設の狙いとは別にこの制度についてはこれまでも多

くの批判が出されている 35 。

ここで多くの批判の実例として筆頭に挙げられているの

が先の奥田の考察であり、他に森田兼二編『社会教育の本

質』（松籟社、1989）所収の富士貴志夫著「派遣社会教育

主事の現状」という論考が示されている 36 。このような点

を踏まえても、1970年代に形成された制度批判の観点が90

年代半ばの制度廃止前に至るまで引き継がれていたことが

理解できるのである。

②派遣社会教育主事制度に対する異なる見方と引き継が

れる批判的立場

他方、90年代初頭には宮坂広作によってつぎのような提

起もなされていた。これは、戦後社会教育学研究が堅持し

てきた価値規範によって、派遣社会教育主事批判を展開し

35 古賀皓生「社会教育」江坂正己・川添正人・古賀皓生・高橋浩・
松岡尚敏『現代教育論』学文社、1997、pp.165-166。

36 富士貴志夫は別の論考でも派遣社会教育主事の問題点に言及し
ている。彼もまた奥田同様に福井県の事例をもとに考察を進め、
現職及び元職の派遣社会教育主事を含めたアンケート調査（回
収率79.8パーセント）の結果からつぎのような論点を抽出して
いる。第一に、「派遣制度は市町村独自の社会教育主事設置を促
進するものとはならなかった」こと、第二に「派遣制度の効果
の一つは、現職教員に対し社会教育への理解と認識を深める機
会を与えたこと」、第三に「派遣制度自体のなかで、社教主事の
任務の明確化の必要性が問われ」ていることの三点である。なお、
二点目については、「しかし、社会教育推進のための指導・助
言等の本来の職務を充分に果しえたかどうかは疑問」と述べて
いるように、現職教員にとって有効である、といったような制
度自体を無批判に評価している訳ではない点に注意が必要であ
る（富士貴志夫「派遣社会教育主事に関する実証的研究」日本
社会教育学会年報編集委員会（代表・横山宏）編『社会教育職
員の養成と研修　日本の社会教育第23集』東洋館出版社、1979、
pp.225-231）。富士論文において特に注目しておくべきは福井県
の派遣社会教育主事制度の概要が①方法、②専任、③身分、④
服務、⑤経費負担、⑥被派遣市町村に課せられた条件の 6 つの
観点から端的に明示されている点である。
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た島田修一の論考 37 に対する批判として述べられたもので

ある。やや長くなるが引用する。

…島田（修一―引用者）は、文部省が派遣社会教育主

事制度の導入をはかったことについて、「補助金の誘導

的効果」が「市町村自治、自立的社会教育施設の自主運営、

住民意思との直結という社会教育行政原則を後退させる

という点で問題視されている」と述べている。政府の社

会教育政策においては、職員制度の整備に関して、「施

設専門職よりも、行政機関における指導業務担当の社会

教育主事等が一貫して重視され、七四年度から市町村派

遣のための社会教育主事を採用する都道府県にはその給

与の半額を国庫補助するという、いわゆる『派遣社会教

育主事制度』が実施された」というのが説明である。

たしかに派遣社会教育主事制度には問題点が少なくな

い。その多くが学校の教職員であり、指導力が不十分だ

という批判もある。また、任地が初めての土地で、そこ

での地域事情に暗く、住民と密着できにくいという意見

も出されている。当該地域に長く定着し、住民と密接な

交流を深めてこそ、社教主事の指導力が高まっていくと

いうのは当然のことである。しかし、一定の地域で長く

社教主事を勤めている者が、皆有能な職員になれるわけ

ではない。無能な社教主事が長くそのポストに居座って

いたばあいの弊害、住民の迷惑はこの上ないのである。

タライ廻し人事で問題を糊塗しようというのではない

が、職員が新しい任地で心機一転最善を尽くそうという

心境になることも意義があろうから、広域の人事交流の

是非は検討に値する問題である。市町村自治、社会教育

施設の自立的・自主的運営というタテマエ的主張が、地

域的閉鎖主義・排他主義に堕さないようにしなければな

らない。一定の発想・方式を墨守し、マンネリ的な行事

を繰り返すようになった社会教育に対して、外来の社教

主事が新しい刺激になるという可能性はまったく否定し

えないところであろう（下線引用者） 38 。

宮坂は、派遣社会教育主事制度の問題点を認めながらも、

島田の派遣社会教育主事に批判的な立場に対して異なった

見解を示している。派遣社会教育主事の制度・存在自体よ

37 島田修一「戦後の社会教育」『教育学研究』第44巻第 4 号、
1977、pp.38-49。

38 宮坂広作「社会教育職員専門職化論の批判的再検討―学説史的
回顧と展望―」『社会教育の政治学』明石書店、1991、pp.152-
153。

りも力量の乏しい社会教育主事が長年ポストを占有しつづ

ける事態こそ、危惧されるべき点であり、そもそも住民の

ためにはならない。職員自身が心機一転をはかれるという

制度的側面に着目したうえで、広域人事交流である実態を

直視し、外来の社会教育主事が地域にとって新しい刺激に

なる可能性があるのではないかと宮坂は述べていたのであ

る。しかしながらこうした見方は、現在まで適切に引き継

がれてきたとは言い難い。むしろ2010年代以降もかつての

評価軸、見方が引き継がれているといえる。

近年ではつぎのような派遣社会教育主事制度の歴史的評

価へと結実している。内田純一は、「人材の確保がむずか

しい市町村の求めに応じて、都道府県が派遣する社会教育

主事」 39 と概説し、以下のように述べている。

〔意義〕

派遣社会教育主事の制度は、社会教育主事不在の市町

村教育委員会を解消するといった意味において一定の評

価もなされているが、派遣される社会教育主事によって

県や国の方針がそのまま市町村に持ち込まれるといった

問題など、住民自治・市町村自治を旨とする社会教育の

本質から考えても多くの課題を抱えてきた制度である。

〔経緯〕

文部省は、1974年度の概算要求として社会教育主事給

与補助を予算に盛り込んだ（翌年度には「スポーツ担当」

も別枠で設定）。この国庫補助制度は、都道府県が市町

村に派遣する社会教育主事給与費の 1 ／ 2 を国が負担す

るというもので、1998年に廃止されるまで24年間実施さ

れた。県から市町村への社会教育主事の派遣は、「地方

教育行政の組織および運営に関する法律」（第48条 2 項

第 8 号）や「地方自治法」（第252条の17）等を根拠にそ

れまでなされており、1974年時点で18県が独自に実施し

ていた。文部省は、補助金を出すことでそれらを追認す

るとともに、初年から 5 年間で3000人の派遣社会教育主

事の増員を見込んでいた。本制度の実施に関する基本的

考え方は、国の社会教育審議会答申「市町村における社

会教育指導者の充実強化のための施策について」（1974

年 6 月）に依っている。とはいえ制度導入に関しては、

「社会教育法改正に関する15の問題点」（文部省、1970年）

での社会教育参事制論やいわゆる「人材確保法」（1974
39 内田純一「派遣社会教育主事」社会教育・生涯学習辞典編集委
員会編『社会教育・生涯学習辞典』朝倉書店、2012、p.495。
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年 2 月）における学校教員との交流論がその背景にある

ことを考慮する必要がある。1974年の答申では、社会教

育行政の専門化、高度化、広域化への対応が指摘され、

市町村社会教育主事とは異なる役割を期待された派遣社

会教育主事像が示されるとともに、その人材源として、

有資格者で教育的な職務にも通じている等から学校教員

に期待が寄せられている。いずれも、派遣社会教育主事

が市町村社会教育主事の上位に位置するような事態や学

校管理職養成としての人事対策的性格を強くもつなどの

問題を抱えていた。東京都では都および都内自治体の社

会教育関係職員による「派遣社会教育主事問題検討委員

会」が数度開催され、独自な調査に基づいて社会教育主

事の派遣に慎重な姿勢を示した結果、一度もこの制度が

実施されてこなかった 40 。

これらの言説動向からも推察されるように、日本社会教

育学会関係者の間では、派遣社会教育主事についてはそもそ

もいかに議論すべきであり、いかなる職務であったと歴史的

実態に即して整理すべきなのかなど、派遣社会教育主事研究

そのものの明確な方向性が打ち出されてきたとは言い難い。

宮坂のような例外を除いて、焦点は制度そのものの存在

意義自体に疑義を呈し、徹底的に派遣社会教育主事制度の

問題点を主張する方向にあったといえるだろう。

とはいえその意味では、鹿児島県における戦後派遣社会

教育主事の労働と職務内容および力量形成に関する研究は

今後一層慎重に進められるべきであろうものであるし、逆

にそれが新たな研究の筋道を描くことにもつながるはずな

のである。

４．	鹿児島県でなぜ派遣社会教育主

事が必要とされたのか？
以上の検討と前述の冒頭で触れたヒアリング調査の結果

を踏まえ、鹿児島県派遣社会教育主事研究を進める上で必

要となる視点とはなにかを最後に考えていく。

鹿児島県での派遣社会教育主事の労働をどう歴史的に

評価するのかは容易な作業ではない。派遣の仕事を通じ

て、地域に一定の社会教育的に価値ある作業を蓄積したも

のもいれば、当然自己の職務上の昇進やキャリア形成の一

貫として割と冷静に業務もこなしたものもいよう。それら

は、人間社会が複雑であれば当然のことともいえる。ただ

40 同上。

し、一方で派遣の仕事を生業としながら一生を全うするも

のもいたことがこれまでのインタビュー調査からわかって

いる。この歴史的事実は鹿児島県で派遣社会教育主事が必

要とされた理由を考える上で注目しておいてよい。

以下では、鹿児島県の文脈に沿った派遣社会教育主事

研究を進めるにあたっての作業仮説を提起することを意図

して、「派遣社会教育主事が必要とされた理由とはなにか」

という点から考察を深めてみたい。

①働き手のニーズと教育行政のニーズ

派遣社会教育主事が必要とされた理由の一つには、働き

手自身のニーズがあったというのも一つの大きな理由であ

ろう。自治体内に限定されない移動の自由を確保された、

今なら差詰めノマド的な生き方を、社会教育という仕事を

通じて保障される道があるのならば、誰もがやってみたい、

と思った時代背景も後押ししたといえるのではないだろう

か。いわば未開の労働ゆえの魅力、自ら作り出していくこ

とが保障され、約束された働きに、心惹かれたということ

があったのではなかろうか 41 。

一方で、教育行政の専門家養成という観点に立つとき、

学校教育と社会教育を総合的に見渡すことのできる人材が

必要とされたという点も、派遣社会教育主事の必要性の理

由と考えられるかもしれない。学校教育と社会教育の総合

的・統一的な教育行政を考える場合、両者に通じた専門家

は不可欠な地域教育人材となる。その意味では県からの派

遣によって地域の社会教育現場へと赴き、そこで自らが住

民のなかでの学びを進め、住民の学習環境の条件整備を進

めるべく、地域の諸団体のネットワーク化を推進し、地域

の社会教育諸勢力のいわばハブの役を担いながら職務を遂

行する派遣社会教育主事の姿は、今後の教育行政のあり方

を展望する上で重要な役割を担っていたともいえよう。す

なわち、教育行政の全体的な見通しの形成という観点から

も、派遣社会教育主事の人事は有効な方略だったのではな

いかと考えられるのである 42 。これが二点目である。

②島嶼部等の不均衡発展の解消

第三に、奄美群島など島嶼地域における社会教育条件の

41 かごしま生涯学習センター研究会によるＮ氏へのインタビュー
（2015年 5 月30日（土）、鹿児島大学学習交流プラザⅠ 2 階学習
室 4 で実施）より。

42 かごしま生涯学習センター研究会によるＨ氏へのインタビュー
（2015年 5 月30日（土）、鹿児島大学学習交流プラザⅠ 2 階学習
室 4 で実施）より。
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不均衡発展をいかに克服するのかという課題のもと、派遣

社会教育主事制度が活用された可能性である。またこれら

は、県内僻地での不均衡発展という課題とも即応しつつ、

手段としての派遣社会教育主事という人事制度が推進され

たと考えられるのではないだろうか。

1946年 2 月から1953年末までの米占領下の奄美群島に

あっては、社会教育のみならず、教育制度そのものが本土

とは異なった変遷を遂げた 43 。こうしたなか奄美群島で

は成人教育主事が全市町村に公民館勤務のかたちで配属さ

れ、成人教育主事補、助手職員の計 3 名の職員体制が確立

されたといわれるが、「この体制は、米軍政府の指示によ

るが、当時の本土の地域と比べて水準が高」 44 かったと評

されている。また、占領下の奄美群島では「主事、主事補

は、政府職員として任用され、校長・教頭など奄美の教育

界から一流の人材が起用され、身分的にも、俸給の面で

も、学校教員や、一般の校長よりも優遇され、しかも人件

費などは、米軍の補助によるところが大きかった」 45 とい

う。これまでの占領期奄美社会教育史研究の成果によると、

戦後奄美初期社会教育について 5 つの特徴が整理されてい

る 46 。なかでも、全市町村で公民館設置が進められ、成人

教育主事が政府職員として配置されたこと、「奄美群島社

会教育条例」が公布され、沖縄より早く社会教育が法制的

により具体的に整備されたことという 2 つの特徴は注目さ

れる。このように奄美群島の戦後初期社会教育の歩みと本

土の歩調は同じではなく、したがってこうした背景が派遣

社会教育主事制度の有効活用という文脈に一定の関係性を

有したのではないかと推測される。

③行政権限強化と余剰人員への対処方策

第四に、制度導入に対してやや批判的な観点に立てば、

国、県行政の教育意図を県下の地域隅々まで普及させるた

めに派遣社会教育主事が必要とされたという可能性であ

る。あくまでこれは仮説の域を出るものではないが、地域

社会における自由と自治原則に基づいた諸活動が時に行政

課題に基づいた効率的経営の阻害要因となるように、それ

らを抑制すべく派遣された可能性である。中央からの統制

を強めるという意味で派遣が進んだ可能性である。

43 古賀皓生・園田教子・上野景三「戦後初期奄美の社会教育の構
造と特質」日本社会教育学会年報編集委員会編『地方社会教育
史の研究　日本の社会教育第25集』東洋館出版社、1981、pp.95 
-107。

44 同上、p.99。
45 同上。
46 同上、p.97。

第五に、奥田泰弘の福井県の事例研究でも指摘された点

であるが、「福井県では、国体で「天皇杯得点をあげる手段」

として採用した教員選手による定員オーバーの教員を「ど

こかえ配置しなければならなくなり」そのハケ口として派

遣制度が創設され」 47 たとされる。この観点に立てば、鹿

児島県でも教員の「定員オーバー」の「ハケ口」として派

遣社会教育主事制度が必要とされた可能性はある。なお福

井県では1968年 9 月 4 日から 9 月 7 日に国体夏季大会、10

月 1 日から10月 6 日に国体秋季大会が実施されているのに

対し、鹿児島県では1972年に国体は実施されている。奥田

は福井県の経緯を踏まえ、「…余剰教員が出たときには極

めて手軽な安全弁として利用することができるというとこ

ろにも国や県にとって魅力があるのである」 48 と、派遣社

会教育主事制度の問題点を指摘している。あくまで福井県

の事例を踏まえた主張であり、直ちに一般化することは避

けねばならないが、歴史的にみて派遣社会教育主事制度の

活用過程にはこうした余剰人員対応としての方途の可能性

があった点は直視しておかなければならない。

④地域課題への対応策としての派遣

第六に、これもまた推測の域を出ないが、鹿児島県社

会教育推進上の1970年代地域課題集約説を提起しておきた

い。1960年代の高度経済成長は地方都市・農村部の破壊を

進め、都市への一極集中をもたらしたものと理解される。

事実、鹿児島県下の農村部、中山間地域、島嶼部などのい

わゆる僻地での青年団活動が停滞したという理解は大きく

誤っているともいえず、人材流出にともなう地域活動の停

滞状況があったのではないかと考えられる。鹿児島県の人

口は1955年を戦後最大のピークとし、1970年から75年にか

け急激な減少をみせている。その総数の値自体は2015年現

在の数値と大きく変わりはないものの、1955年に200万人

超であった人口が、1970年には172万 9 千人、75年には172

万 4 千人にまで減少し、その減少人口数はピーク時と比べ

およそ28万人の差である。2017年 2 月23日現在の鹿屋市

の総人口が10万3343人、薩摩川内市が 9 万6975人、霧島市

12万6541人であるので、例えるならほぼこの 3 市の人口が

各 1 万 4 千人規模までそれぞれ縮小したことになる。ここ

からは基礎自治体の大幅な税収の減少と人材流出という状

況が推察されるのである。こうした視点から鹿児島県の状

47 奥田泰弘「国民の学習権と派遣社会教育主事制度―派遣社会教
育主事制度の動向と問題点―」前掲書、p.241。

48 同上。
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況を考えてみると、地域の人口減少の時期と派遣社会教育

主事制度の開始の時期はほぼ一致する。一度壊れた地域を

いかに社会教育的観点を媒介に再生していくのか、こうし

た点が当時問われていたと考えられるのではないだろうか。

ただし、その際、ここではつぎの諸点が、制度導入初期

において詳細に検討されなければならない。第一に、派遣

地域と人口減少地域との相関関係の検討である。第二に、

公民館設置状況と派遣地域との相関関係である。第三に、

派遣地域と地域活動の停滞状況・青年団活動等団体活動の

停滞状況との相関関係である。さらに、第四に1975年の鹿

児島県同和対策室の設置および1976年の鹿児島県同和教育

研究協議会の発足と派遣社会教育主事制度の関係である。

第四の観点こそ他 3 点と異なるものの、人権同和教育の推

進が仮に派遣社会教育主事の主要な業務のうちの一つの可

能性があったとすれば、この点は深く問われてよい。

以上 6 点を今後の鹿児島県派遣社会教育主事研究の遂行

における作業仮説として提起しておきたい。

おわりに
ここにひとまず、派遣社会教育主事の歴史的評価を社

会教育学研究の蓄積からまとめ、鹿児島県における派遣社

会教育主事研究の進め方に関する試論と作業仮説を提起し

た。以下これらを踏まえ、今後の展望を述べておきたい。

第一に、絶対的な研究蓄積の少なさがあるとしても、そ

もそも歴史をいかに評価するかという分析軸を設定する際

に、いろいろと困難な点が多い点を一段と意識化せねばな

らない。たとえば基礎自治体の社会教育専門職員が活躍し

た歴史を分析・検討する際にも、その活動やその人物が周

辺自治体の派遣社会教育主事とどのような友好・非友好的

な関係を有していたのかなどを考慮する必要があるという

ことである。すなわち、社会教育実践史的に良好と評価さ

れる実践が派遣社会教育主事制度とどのような関係性を有

していたのかの検討を忘れてはならないということである。

第二に、派遣社会教育主事の働きのなかにある民主的側

面、すなわち国・県の意志伝達に集約されない活動や実践

の豊かな側面をいかに掬いあげるかである。派遣社会教育

主事制度に対するこれまでの研究史的批判を十分に踏まえ

てなお、戦後社会教育研究が価値化してきた側面と符合す

る部分を照射せねばならない。

第三に、鹿児島県社会教育主事の働きの多様な側面の理

解に向けて、ありのままの理解を進めるべく、多様な声や

生のあり方を捉える立場を堅持することである。キャリア

パスの一貫となった側面もあろうし、余剰人員の「ハケ口」

となった場合もあろうが、焦点は、それでもなおどのよう

な職務を遂行し、当事者の社会教育主事が住民や自治体職

員との関係性を紡いだのかである。そして、その際に、伝

達された社会教育の仕事の価値的側面の究明が可能となれ

ば、鹿児島県における社会教育の特色理解も進むことにな

ろう。

今後、この試論・作業仮説をもとにさらなる調査研究の

発展を目指すべきであるが、ここでの提案は研究的視点か

らの提起にすぎない。より一層、地域の現実的な課題、行

政課題とのすり合わせをはかりつつ、そうした要求と研究

成果の開きを埋める努力を進めていく必要がある。

近年、派遣社会教育主事の再評価の声も出されつつあ

り 49 、島根県では1998年以降現在まで名称の変更を経なが

らも派遣社会教育主事制度自体が維持されている 50 。主に

は「学校のための社会教育」の強化という側面から派遣社

会教育主事制度を支持する傾向が強く、そこでは社会教育

固有の論点が十分に深められておらず、また住民自治と参

加を担保するための社会教育の再構築という視点は弱い。

しかしながら、社会教育そのものの崩壊状況を危惧してい

る点では 51 、昨今の日本社会教育学会の危機認識と大差は

ない。こうした再評価の流れを冷静に捉え、今後の研究展

望を拓く必要もまたある。

49 高橋興「今、改めて派遣社会教育主事制度の意義を考える」全
日本社会教育連合会編『社会教育』 1 月号、全日本社会教育連合
会、2012、pp.12-19。

50 木村真介「派遣社会教育主事制度を活かした市町村支援」日本
青年館公益事業部「社会教育」編集部編『社会教育』 6 月号、全
日本社会教育連合会、2013、pp.34-37。

51 高橋興、前掲書、p.12。高橋はかつて奥田泰弘によって提出さ
れた基本的視点、すなわち、「…『国家教育観』の立場に立ち、『国
民の学習権』を否定するもの…」（p.13、正しくは「国家教育権

0

」
の立場に立ち、「国民の学習権」を否定するもの）として派遣社
会教育主事制度を批判した見解について、「私にはとても理解で
きないような批判もあった」（p.13）と疑問を投げ掛けているが、
こうした認識は少なくない県行政社会教育職員経験者の間では
定着していった可能性もある。


